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第 8期（2019年 3月期）  

 

決  算  公  告 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐賀県三養基郡基山町大字長野９７０－１ 

伊藤ハムウエスト株式会社 
 

2018年4月 １日から 
 
2019年3月31日まで 



（単位：千円）

金　　額 金　　額

流動資産 10,439,472流動負債 10,011,017

現金及び預金 141,550 買掛金 8,261,137

受取手形 24,021 リース債務 95,399

売掛金 7,967,401 未払金 986,004

商品及び製品 1,427,424 未払費用 110,077

仕掛品 38,026 未払法人税等 82,482

原材料及び貯蔵品 828,732 未払消費税等 124,056

前払費用 5,362 前受金 1,298

その他 6,953 預り金 16,811

賞与引当金 327,100

固定資産 603,705 役員賞与引当金 6,649

有形固定資産 259,275

リース資産 259,275固定負債 285,601

投資その他の資産 344,429 リース債務 184,457

投資有価証券 18,037 退職給付引当金 80,164

繰延税金資産 161,963 その他 20,980

出資金 2,110

その他 162,680負　債　合　計 10,296,619

貸倒引当金 △ 360純　資　産　の　部

株主資本 741,166

資本金 90,000

利益剰余金 651,166

利益準備金 22,500

その他利益剰余金 628,666

繰越利益剰余金 628,666

評価・換算差額等 5,391

その他有価証券評価差額金 5,391

純　資　産　合　計 746,557

資　産　合　計 11,043,177負債・純資産　合計 11,043,177

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

科　　目 科　　目

　　　　　　貸　　借　　対　　照　　表
( 2019年3月31日 現在 )

資　産　の　部 負　債　の　部



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．　資産の評価基準及び評価方法
(1)その他有価証券
時価のあるもの

時価のないもの

(2)たな卸資産
商品及び製品

仕掛品,原材料及び貯蔵品

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．　固定資産の減価償却の方法
リース資産

３．　引当金の計上基準
貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

４．　その他計算書類作成のための基本となる事項
(1) 消費税等の会計処理

(2) 連結納税制度の適用

(表示方法の変更）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

（会計上の見積りの変更）

当期純損益金額

当期純利益626,522千円
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てております。

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投
資その他の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

退職給付に係る会計処理において、従来、数理計算上の差異の費用処理年数は13年としておりましたが、従業員の平均残存勤務期
間が短縮したため、当事業年度より費用処理年数を12年に変更しております。
なお、当該見積りの変更に伴う当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。

個　別　注　記　表

役員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（１２年）に
よる定額法により費用処理しております。

伊藤ハム米久ホールディングス株式会社は、連結納税制度を適用しており、当社は、その
連結子法人となっております。

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

･数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（１２年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。

売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

先入先出法による原価法
（ただし、販売用食肉は、月別移動平均法による原価法）

月別移動平均法による原価法

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。


